
沖縄における
クールジャパン機構の取組について

平成 ２９年 ３月 ４日

クールジャパン機構
（株式会社海外需要開拓支援機構）



沖縄におけるクールジャパン機構の取組
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①沖縄貨物ハブの活用
→「Japan Food Town」では沖縄貨物ハブから週1～2便の共同輸送によ

り5割以上の日本食材利用を実現

②情報発信プラットフォーム
→「WAKUWAKU JAPAN」他がアジアへ映像コンテンツを配信するメディ

アセンターの設立を検討する「アジア・沖縄・メディアクラウド協
議会」を立上げ

③沖縄県アジア経済戦略構想推進計画への参画
→沖縄県の『アジア経済戦略構想推進・検討委員会』に当社役員が委

員として参画



沖縄貨物ハブの活用（JAPAN FOOD TOWN）
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 2016年7月シンガポールにオープンした「Japan Food Town」。５割以上の日本食材利用を実
現し現地で差別化。地域発の外食ベンチャー海外展開の成功モデル創出を目指す。

 出店する１６店舗で使用する日本食材を、沖縄貨物ハブを活用し共同輸送することでコスト
削減を実現。

沖縄貨物ハブを活用し、シンガポールま
で肉・魚・酒・野菜などの食材の鮮度を保
ったまま輸送

出所：ANA Cargoホームページ「沖縄貨物ハブ」

・毎週1便200kg前後の日本食材を空輸
・お米は金芽米、ビールはキリンを各店
一律使用

・松阪牛、近大マグロ、金芽米は食材と
して初輸出



情報発信プラットフォーム（WAKUWAKU JAPAN）
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 出資先の海外向け日本コンテンツ有料放送チャンネル「WAKUWAKU JAPAN」が、沖縄県内
の企業等とともに、沖縄にアジアへ映像コンテンツを配信するメディアセンターの設立を検討
する「アジア・沖縄・メディアクラウド協議会」を2016年9月に立ち上げ。

 現在、本事業に関して沖縄県が補正予算にて実現可能性調査（F/S調査）中。

アジア・沖縄・メディア
クラウド協議会

WAKUWAKU JAPAN㈱

㈱イマジカ・ロボットホールディングス

日本ヒューレット・パッカード㈱

沖縄クロス・ヘッド㈱

出所：アジア・沖縄・メディアクラウド協議会作成資料

検
討

沖縄県
F/S調査

現在､実用化が進められているクラウド技術を活用した放送プレイアウト
センター機能「OKINAWA Media Cloud Center（仮称）」の事業性を検討



沖縄県アジア経済戦略構想推進計画への参画
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 沖縄県からの要請で「アジア経済戦略構想推進計画」の施策の検証と効果的な推進のため
知事に提言を行う『アジア経済戦略構想推進・検討委員会』に当社役員が委員として参画。

 また、推進計画重点政策の一つ“アジアをつなぐ、国際競争力ある物流拠点の形成”にかか
る『全国特産品輸出商社育成支援等に関する検討委員会』にオブザーバー参加。

出所：沖縄県庁ホームページ資料

提言 アジア経済戦略構想推進・検討委員会

※小倉専務取締役が委員として参画

アジア経済戦略構想推進・検討委員会委員として投資の観点で貢献



参 考 資 料
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 シンガポールの中心部の一等区画に、海外初挑戦となる外食ベンチャーの進出拠点として
「Japan Food Town」を整備。

※シンガポールは、東南アジアで1人あたりGDPが最も高く、富裕層が集積する地域。外食ベンチャー単独進出では一等
地の確保は困難。

 日本の外食ベンチャー１６店舗が出店し、沖縄物流ハブからの食材共同輸送でコスト削減し、
現地で５割以上の日本食材利用を実現。地域発の外食ベンチャー海外展開の成功モデルを
創出し横展開を目指す。

日本食フードタウン（シンガポール）

概要・意義
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食

★

しゃぶしゃぶ
すきやき 寿司

うどん
※１ 一般社団法人日本外食ベンチャー海外展開推進協会（「ＪＡＯＦ」）のこと。日本食材を利用した

海外展開を企図する企業で構成される、日本の食文化を世界に広げるための一般社団法人。
※２ 今後、サポーター企業からの出資を拡充。

＜事業内容＞

シンガポールの
オーチャード地区 鉄板焼き

日本酒バーラーメン

焼肉

蕎麦

おにぎり
定食

国内の地域外⾷ベンチャー16店が出店（2016年7⽉オープン）

外⾷ベンチャー
協会※１

サポーター
企業※２

CJ機構
テ
ナ
ン
ト
募
集

出資

約7億円

総事業費：１０億円

新
会
社

Japan
Food Town 
Development

Ptd. Ltd



ジャパンチャンネル（アジア８ヶ国） コンテンツ

 スカパーＪＳＡＴ(株) による海外向け有料放送チャンネル「WAKUWAKU JAPAN」（衛星・ｹｰﾌﾞﾙ

TVで視聴可能）を強化し、２０２０年までに世界２２カ国（視聴可能世帯数４，１００万世帯：約１．５億人以上）に
日本のコンテンツ（アニメ／特撮、ドラマ、スポーツ、音楽、映画等）を２４時間３６５日、現地語で放送。

 番組放送を通じ、①国内コンテンツホルダーの収益確保、②地域・中小企業等の物販、③日
本への観光誘致等の機会を提供。日本のコンテンツ輸出を増加させ、コンテンツを活用した
企業間連携が次々と生まれる好循環を創出。

概要・意義
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＜事業内容＞

進出済国 ２０２０年まで

インドネシア

ミャンマー

シンガポール

タイ

台湾

スリランカ

ベトナム

モンゴル

アジアを拡充し、
欧米等へも展開

２２カ国/４,１００万世帯以上

総事業費：１１０億円

WAKU
WAKU
JAPAN
株式会社

「Music Japan TV 」©ATOSS INTERNATIONAL

※日本コンテンツを２４時間、現地語で届けるチャ
ンネルとして２０１４年２月に開局

拡
大

放送番組例

「四季折々」日本の食・文化・名所・伝統

「Jリーグ中継・エキシビジョンマッチ」

※ 同社は伊藤忠フジ・パートナーズ、NTTコミュニケーションズ、住友商事、日本テレビ放送網、東京
放送ホールディングス等を株主にもつ㈱スカパーJSATホールディングスの１００％子会社

CJ機構
（４０％）

スカパー
JSAT※

（６０％）

事業承継

©J.League Photos
４４億円

出資

６６億円
出資

新
会
社



政府出資
（財投特会 等）

民間出資

出資

出資

事業会社 等

民間企業 等

コンソーシアム
各企業

出資
出資

・
・
・
・
・

リスクマネー
供給機能

出資による支援と
ともに、事業・経営
支援等も一体的に
実施

○拠点となる空間
（物理的空間／ メ

ディア空間）の整
備・確保

○M&A・合弁設立等

を含めた海外需要
の獲得・拡大

○潜在力ある意欲的
な地域企業の海外
展開

○海外展開の間接
的サポート事業

○訪日外国人観光
客向け地域ビジネ
ス（インバウンド）

実施事業の例
［クールジャパン機構］

クールジャパン機構の事業スキーム

４１６億円（現在）

【予算】
平成28年度政府予算

財投特会１７０億円
政府保証３３０億円

平成28年度補正予算
財投特会 ３０億円
政府保証 ２０億円

１０７億円（現在）

※存続期間：20年以内
（平成25年11月設立）

出資金 ５２３億円
（資金枠（予算） 約１０００億円）
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メディア・ネット空間型の流通拠点

© BAKUGAN PROJECT

放送
配信

日本のＴＶ番組・アニメ等のコンテンツ

©BAKUGAN PROJECT

商品
販売

玩具等

テレビ放映・
配信等

＋
グッズ等販売

○機構は「民業補完」の徹底の下、民間投資の「呼び水」としてリスクマネーを供給し、海外需要獲

得の基盤となる「プラットフォーム」（拠点）や「サプライチェーン」（流通網）の整備等を率先して

展開する。

○魅力ある財・サービスの海外需要開拓の出口を拡充し、地域の中小・中堅企業や創造的なｸﾘｴ

ｲﾀｰ・ﾃﾞｻﾞｲﾅｰ等が付加価値に見合うビジネスを展開する地盤を整える。

機構の活動方針（概要と事業類型）

①プラットフォーム
整備型事業

②サプライチェーン整備型事業

 日本の魅力ある商品・サービ
スが、世界戦市場で高いブラ
ンド力や地位を獲得するため
の販売プラットフォームを構
築。

 上記①、②とのタイアップ等により、地域の魅
力を世界へ展開する。

 川上から川下までの周辺産業が連携し、海外
マーケットで日本の高品質な製品・サービスを
継続して提供できる流通の幹を構築。

＜基本三類型＞

③地域企業等支援型事業

“地域クール・ジャパン企業”応援

高岡銅器 日本酒 波佐見焼
（白山陶器（株））

カステラ
（文明堂総本店）

海外企業のM&A等による物流網等の機能取得

株式取得
販売ネットワークを
保有する現地企業

（例：コールドチェーン、
小売チェーン等）

民間企業*
企業A、企業B・・

機構

※例えば、食のコー
ルドチェーン、住
宅・生活雑貨、ア
パレル、トイレタ
リー等など

物理的空間型の流通拠点

食

衣
住

日本食レストランアパレルショップ インテリアショップ

コスメ

（ジャパン・モールやフードコート）

たこ焼 天丼 うどん

食
食

食
食

ラーメン

食材 品質維持のための厨房機材
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・コンテンツ関連プラットフォーム事業
①ジャパンコンテンツ関連ネット販売 15億円
②ジャパンチャンネル 44億円
③エンタテインメント番組制作等 10億円
④正規版アニメ関連ネット販売 10億円

・コンテンツビジネス基盤事業
⑤コンテンツローカライズ・販路拡大 75億円（※）
⑥クリエイター人材育成スクール 5億円

クールジャパン機構の投資のポートフォリオ

メディア・コンテンツ関連

食・サービス関連

6件:約1５９億円
(3６%)

７件: 約10２億円
(2３%)

機構からの総投資
1９件：約４４５億円

・日本食サプライチェーン事業
⑦日本食材コールドチェーン 9億円（※）
⑧日本の食・農輸出促進インフラ（中東）４千万ドル

・日本食プラットフォーム事業
⑨日本食フードタウン 7億円
⑩外食産業･日本食材の海外展開基盤 7億円､融資13億円
⑪日本茶カフェによる九州産品海外展開事業 3億円
⑫中東における日本の食・小売の多店舗展開 ３億円（※）
⑬日系外食企業向け食材加工 ３億円

ライフスタイル関連

３件:約1２２億円
(２７%)

３件: 約６３億円
(1４%)

・ジャパンモール事業等（物販プラットフォーム）
⑭ジャパンモール（マレーシア） 11億円（※）
⑮ジャパンモール（中国） 110億円（※）
⑯地域産品の欧州展開のための拠点 １億円

インバウンド関連

⑰瀬戸内地域の観光産業振興（瀬戸内）10億円
⑱訪日外国人旅行客向け民泊支援 ３億円
⑲観光・インバウンド関連ICTベンチャーの創出・支援 ５０億円 10

（※）支援決定時為替レートによる換算値

掲載金額はコミット金額（最大金額）



投資決定案件①
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内容 対象地域 実施企業 支援決定額 概要・進捗 公表日

コ
ン
テ
ン
ツ
分
野

海外向け
ジャパンコンテンツ

関連ネット販売

全世界
（米国・

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
等）

Tokyo Otaku
Mode, Inc. １５億円

・マンガ・アニメ等のポップカルチャーを発
信する海外向けメディア・ＥＣ事業。

・ECサイト登録者数・取扱商品倍増。中国
等への展開加速へ。

平成２６年
９月２５日

正規版アニメ
関連ネット販売

全世界
（株）アニメコンソー

シアムジャパン

１０億円
【総事業費：
50億円】

・正規版日本アニメのサイマル配信を多
言語で行う動画配信・ＥＣ事業。

・配信回数・会員数増加。TOMとも連携。

平成２６年
１０月３０日

海外向け
エンタテインメント

番組製作

アジア
（台湾・
タイ等）

（株）MCIPホール
ディングス

１０億円
【総事業費：
21億円】

・アジア各国向けＴＶ番組で日本を発信し、
イベントや地域物販等を展開。

・H27.4より11組16名のお笑い芸人がアジ
ア6カ国に展開。

平成２６年
１０月３０日

ジャパンコンテンツ
のローカライズ

全世界
SDI Media
Group, Inc.

７５億円
【総事業費：
190億円】

・８０言語以上に対応したローカライズの
基幹インフラ事業の獲得。

・コンテンツの取扱数が倍増。

平成２７年
２月１９日

ジャパン
チャンネル

全世界
WAKUWAKU
JAPAN（株）

４４億円
【総事業費：
110億円】

・22カ国にオール日本コンテンツの有料衛
星放送チャンネルを展開。

・従来放送していたｲﾝﾄﾞﾈｼｱ､ﾐｬﾝﾏｰに加
え、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾀｲ、台湾で放送開始。

平成２７年
３月４日

海外での
クリエイター育成

アジア
欧州
豪州

KADOKAWA
Contents 

Academy（株）

５億円
【総事業費：
10億円】

・アジア等で日本コンテンツのクリエイター
人材を育成するスクール事業

・台湾に加え、H28.4にタイで開校。
さらに横展開予定。

平成２７年
３月３０日

※公表順。支援決定額は上限額であり、為替の影響等により金額に変動あり。



投資決定案件②
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※公表順。支援決定額は上限額であり、為替の影響等により金額に変動あり。

内容 対象地域 関係企業 支援決定額 概要・進捗 公表日

食
分
野

日本食材
コールドチェーン

ベトナム

（ホーチミ
ン）

CLK Cold Storage 
Co., Ltd.

９億円
【総事業費：
15億円】

・日本食材の流通基盤となるコールドチェーンを
構築（高性能冷凍冷蔵倉庫を整備）。

・H28.7に開業。

平成２６年
９月２５日

日本食
フードタウン

シンガ
ポール

Japan Food Town
Development 

Ptd. Ltd.

７億円
【総事業費：
10億円】

・一等地に地域外食ベンチャー等を集約し、食
材の一括輸送等により、高品質な日本食の外
食事業を提供。

・H28.7に開業。

平成２６年
１２月８日

外食産業・
日本食材の

海外展開基盤
欧米豪

（株）力の源ホー
ルディングス

７億円
（融資枠：
13億円）

・出店ハードルの高い欧米豪の主要都市で、日
本酒等も含めたラーメンダイニング形式の店
舗を展開。

・H28.7にパリ旗艦店開業。

平成２６年
１２月８日

米国における
日本茶カフェ

米国
Green TEA

World USA, Inc.

３億円
【総事業費：
5.2億円】

・米国において、日本茶カフェを展開し、長崎県
産品等を販売。

・H28.7に開業。

平成２７年
４月６日

日本食・農産品の
海外展開インフラの

整備
中東

Gulf Japan 
Food Fund

４千万ドル
【総事業費：
39千万ドル】

・日本から中東地域への食品・農産品、生産設
備・技術等の輸出・展開を目的としたファンド
への出資。

・投資案件組成中。

平成２８年
３月２５日

中東における
外食・小売
店舗展開

中東
北アフリカ

Cipher Nippon 
Investment 

L.L.C.
３億円

・現地企業とパートナーシップを組み、中東・北
アフリカ地域において、日系外食企業及び小
売企業を多店舗展開。

・外食系3社と契約済。来年度1号店へ。

平成２８年
６月２０日

日系外食企業
向け食材加工

台湾
中国

GLOBAL NEXT
ATOM PTE. LTD. ３億円

・日系外食企業へ食材加工・供給を担う工場を
整備し、安全・安心・高品質な食材調達・加工
プラットフォームを構築。

・開業に向け準備中。

平成２８年
９月９日



投資決定案件③
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内容 対象地域 関係企業 支援決定額 概要・進捗 公表日

ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
分
野

マレーシア
ジャパンモール

マレーシア

（クアラルン
プール）

ICJ Department 
Store(Malaysia) 

SDN.BHD

１１億円
【総事業費：
20億円】

・ＡＳＥＡＮ初の全館クールジャパンの
「ショーケース」を構築し、日本の最先
端のライフスタイルを発信。

・H28.10に開業。

平成２６年
９月２５日

寧波
ジャパンモール

中国
（寧波市）

寧波阪急商業
有限公司

１１０億円
【総事業費：
510億円】

・中国のｱｯﾊﾟｰﾐﾄﾞﾙ層に向け、地方有
力都市で、過去最大級の規模の先駆
的百貨店モデルを構築。

・H30秋頃の開業を目指し準備中。

平成２６年
９月２５日

地域産品
セレクトショップ

欧州
（パリ）

SAS ENIS １億円

・欧州で日本の地域産品の卸売・展示・
販売を実施するプラットフォーム構築。

・H28.6から、各地域の産品を常設展示。
地方自治体・地方経産局とも連携中。

平成２７年
１１月１２日

内容 対象地域 関係企業 支援決定額 概要・進捗 公表日

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
分
野

瀬戸内地域の観光
産業振興ファンド

日本国内

（瀬戸内地
域）

せとうち観光
活性化ファンド

１０億円
【総事業費：
98億円】

・瀬戸内７県の瀬戸内ブランド推進と連
携し､地銀７行･ＤＢＪ等とｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞに
繋がる観光産業振興ファンドにＬＰ出
資。

・H28.8第1号投資案件公表(ｸﾙｰｽﾞ船)。

平成２８年
３月２３日

訪日外国人旅行客
に対応した

民泊仲介サ－ビス
日本国内 （株）百戦練磨 ３億円

・都市部の国家戦略特区及び地方部で
の訪日外国人向けの合法的な民泊予
約サービス事業。

・事業実施中。

平成２８年
４月２１日

観光・インバウンド関
連のＩＣＴベンチャー

ファンド
日本国内

グローバル・ブレ
イン6号

５０億円
【総事業費：

150~200億円】

・観光・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ関連のＩＣＴﾍﾞﾝﾁｬｰを
支援するファンドへＬＰ出資。

・投資案件組成中。

平成２８年
１２月９日

※公表順。支援決定額は上限額であり、為替の影響等により金額に変動あり。



連絡先等

クールジャパン機構
投資連携・促進グループ
TEL : ０３-６４０６-７６７５
（http://www.cj-fund.co.jp/）

受付時間 : 平日９時～１８時
(祝祭日・年末年始を除く)

プロジェクトのご提案やご質問等は下記までご連絡下さい。
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